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((地地震震・・津津波波かかららのの農農地地のの復復旧旧にに合合わわせせたた圃圃場場のの⼤⼤区区画画化化のの取取組組がが進進展展))  
岩⼿県、宮城県、福島県の3県では、地域の意向を踏まえ、地震・津波からの復旧に合

わせた農地の⼤区画化に取り組んでいます。令和4(2022)年度末時点の整備計画⾯積につ5 
いては8,380haであり、整備完了⾯積は97％の8,160ha(このうち⼤区画化が完了した⾯積は
6,790ha)となっており、地域農業の復興基盤の整備が進展しています。 

 
((「「創創造造的的復復興興のの中中核核拠拠点点」」ととななるる福福島島国国際際研研究究教教育育機機構構がが設設⽴⽴))  

福島県を始め東北の復興を実現するための夢や希望となるとともに、我が国の科学技術10 
⼒・産業競争⼒の強化を牽引し、経済成⻑や国⺠⽣活の向上に貢献する「創造的復興の中
核拠点」を⽬指し、令和5(2023)年4⽉に福島

ふくしま
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こくさい

研 究
けんきゅう
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き こ う

(以下「F-REI
エ フ レ イ

」という。)
が設⽴されました。 

F-REIにおける農林⽔産業分野の研究開発では、現場が直⾯している課題の解消に資す
る現地実証や社会実装に向けた取組を推進する「農林⽔産分野の先端技術展開事業」に取15 
り組むとともに、労働⼒不⾜や⾼度な資源循環といった福島県や我が国に共通する課題解

再再建建ししたた農農産産加加⼯⼯施施設設  
資料：広⽥半島営農組合 

((事事例例))  震震災災かかららのの復復興興にに向向けけ、、地地域域⼀⼀体体ととななっったた⽣⽣産産・・加加⼯⼯・・販販売売をを展展開開((岩岩⼿⼿県県))  

広広⽥⽥地地区区でで⽣⽣産産さされれたた  
農農産産物物等等をを加加⼯⼯ししたた菓菓⼦⼦  

資料：広⽥半島営農組合 

 
岩⼿県陸前⾼⽥市
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の農事組合法⼈広⽥

ひ ろ た
半島
はんとう

と広⽥
ひ ろ た

半島
はんとう

営農組
合では、⽔⽥の⼤区画化や機械化のほか、地区の⼥性グループが
主体となって地域農産物等を材料とした加⼯品の開発・販売に取
り組み、多⾓的な経営を展開しています。 

同組合は、農作業の共同化を通じた効率的な農業経営を実現
し、農⽤地の利⽤集積を推進することを⽬的として平成21(2009)
年に設⽴されましたが、平成23(2011)年の東⽇本⼤震災に伴う津
波の影響により⼤きな被害を受けました。 

沿岸部の⽔⽥、畑地約10haは、津波浸⽔等により被災したほか、
同組合の農地も経営⾯積の3分の2が浸⽔し、農業機械や家屋、農
産加⼯施設等が流失しました。 

広⽥
ひ ろ た

地区では、営農継続が懸念される状況でしたが、地域農業
の担い⼿として中⼼的な役割を担う同組合では、同年度には、岩
⼿県⽴農業⼤学校等の協⼒により試験栽培として主⾷⽤⽶の作
付けを再開しました。平成24(2012)年産からは⽔稲の作付⾯積は
順調に増加し、平成27(2015)年には農産部⾨を農事組合法⼈広⽥
半島として独⽴させました。令和5(2023)年1⽉時点では、地区内
農地の99％が同法⼈に集約され効率化が進んでおり、単位⾯積当
たりの基幹作業に要する時間は約4割にまで削減されています。 

また、農産加⼯施設は平成24(2012)年に⾼台に場所を移して再
建され、地区の⼥性グループが主体となって菓⼦や味噌

み そ
加⼯品の

製造・販売を⾏っています。新商品開発や販路拡⼤にも⼒を⼊れ
ており、地元のスーパーマーケットや道の駅での販売のほか、ふ
るさと納税の返礼品としても採⽤されています。 

同地区では、今後とも⾼収益作物の⽣産や地域資源を活⽤した
6次産業化の取組を地域⼀体となって進め、「住んでよし、来てよ
し」の魅⼒ある地域づくりを推進していくこととしています。 

 

 

 
第第11節節  東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興  
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原⼦⼒発電所(以下「東電福島第⼀原
発」という。)の事故の影響を含む甚⼤な被害が⽣じました。 

政府は、令和3(2021)年度から令和7(2025)年度までの5年間を「第2期復興・創⽣期間」
と位置付け、被災地の復興に向けて取り組んでいます。 

本節では、東⽇本⼤震災の地震・津波や原⼦⼒災害からの農業分野の復旧・復興の状況10 
について紹介します。 

 
((11))  地地震震・・津津波波災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興のの状状況況  
((営営農農再再開開がが可可能能なな農農地地はは復復旧旧対対象象農農地地のの9966％％))  

東⽇本⼤震災による農業関係の被害額は、平成24(2012)年7⽉5⽇時点(農地・農業⽤施15 
設等は令和6(2024)年3⽉末時点)で9,644億円、農林⽔産関係の合計では2兆4,436億円とな
っています(図図表表55--11--11)。これまでの復旧に向けた取組の結果、復旧対象農地1万9,640ha
のうち、令和6(2024)年3⽉末時点で1万8,870ha(96%)の農地で営農が可能となりました(図図
表表55--11--22)。農林⽔産省は、引き続き農地・農業⽤施設等の復旧に取り組むこととしていま
す。 20 

 

 

図表5-1-1 農林⽔産関係の被害の状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：平成24(2012)年7⽉5⽇時点の数値 

(農地・農業⽤施設等は令和6(2024)年3⽉末時点) 

図表5-1-2 農地・農業⽤施設等の復旧状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和6(2024)年3⽉末時点の数値 

2) 農地は、公共⽤地等への転⽤(⾒込みを含む。)が⾏われたもの
を除いた復旧対象農地1万9,640haに対するもの(福島県の
770haを除き完了) 

3) 主要な排⽔機場は、復旧が必要な96か所に対するもの 
4) 農地海岸は、復旧が必要な122地区に対するもの(福島県の3地

区を除き完了) 
5) 農業集落排⽔施設は、被災した401地区に対するもの(復旧事

業実施中の施設を含む。) 
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し、農⽤地の利⽤集積を推進することを⽬的として平成21(2009)
年に設⽴されましたが、平成23(2011)年の東⽇本⼤震災に伴う津
波の影響により⼤きな被害を受けました。 
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図表5-1-1 農林⽔産関係の被害の状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：平成24(2012)年7⽉5⽇時点の数値 

(農地・農業⽤施設等は令和6(2024)年3⽉末時点) 

図表5-1-2 農地・農業⽤施設等の復旧状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和6(2024)年3⽉末時点の数値 

2) 農地は、公共⽤地等への転⽤(⾒込みを含む。)が⾏われたもの
を除いた復旧対象農地1万9,640haに対するもの(福島県の
770haを除き完了) 

3) 主要な排⽔機場は、復旧が必要な96か所に対するもの 
4) 農地海岸は、復旧が必要な122地区に対するもの(福島県の3地

区を除き完了) 
5) 農業集落排⽔施設は、被災した401地区に対するもの(復旧事

業実施中の施設を含む。) 
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((農農地地整整備備のの実実施施済済みみ⾯⾯積積はは22,,112200hhaaにに拡拡⼤⼤))  
原⼦⼒被災12市町村の農地については、営農休⽌⾯積1万7,298haのうち、営農再開のた

めの整備が実施⼜は検討されている農地の⾯積は4,460haとなっています。このうち、令和
4(2022)年度末時点で2,120haの農地整備が完了しました。 

 5 
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの農農業業産産出出額額はは被被災災前前のの約約44割割))  

福島県の農業産出額は、県全体では東⽇
本⼤震災前の平成22(2010)年が2,330億円
であったのに対し、令和4(2022)年が1,970
億円と約8割まで回復しています(図図表表10 
55--11--33)。⼀⽅、原⼦⼒被災12市町村では、
東⽇本⼤震災前の平成18(2006)年が391億
円であったのに対し、令和4(2022)年が158
億円と約4割にとどまっています。 
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ココチチョョウウラランンののハハウウスス栽栽培培  
資料：かつらお胡蝶蘭合同会社 

((事事例例))  被被災災地地域域のの農農業業復復興興にに向向けけ、、雇雇⽤⽤とと名名産産品品をを同同時時にに創創出出((福福島島県県))  
 
福島県葛尾村

かつらおむら
の「かつらお胡蝶

こちょう
蘭
らん

合同会社」では、福島
再⽣加速化交付⾦を活⽤し、雇⽤と名産品を同時に⽣み出
すコチョウラン栽培の事業に取り組んでいます。 

平成23(2011)年3⽉の東電福島第⼀原発事故により、同村
では全域避難を余儀なくされました。平成28(2016)年6⽉に
帰還困難区域を除いて避難指⽰が解除されましたが、農業
の復興を⽬指す上では、放射性物質の影響に関する懸念を
始め、多くの克服すべき課題がありました。 

主要産業のほぼ全てが⼤きな打撃を受けた中で、同村で
はコチョウラン栽培の実現に向け、平成29(2017)年1⽉に、
かつらお胡蝶蘭合同会社を設⽴し、地域に雇⽤と名産品を
同時に⽣み出すプロジェクトを始動させました。 

同村が平成29(2017)年に福島再⽣加速化交付⾦を活⽤し
建設した胡蝶蘭栽培施設を、同社は無償で借り受け、事業
を開始しました。 

令和5(2023)年9⽉時点では、約10aの栽培ハウスが2棟あり、社員やパート従業員併せて13⼈のス
タッフが毎⽉4,700株ほどの苗を仕⼊れ、6か⽉程度栽培し、美しく仕⽴てた上で、年間5万2千株のコ
チョウランを出荷しています。 

同社のコチョウランは、同村と福島県の復興への願いを込めて「hope
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」と命名されています。
美しい純⽩の⾊合いで、⼤きく⾁厚の花弁を持ち、花持ちが良い商品として、市場でも⾼い評価が得
られています。同社では、今後ともコチョウランの産地として発展し、葛尾村の農業を再⽣させるこ
とを⽬指しています。 

資料：農林⽔産省「⽣産農業所得統計」、「令和4年市町村別農業産出
額(推計)」を基に作成 

図表5-1-3 東⽇本⼤震災前と⽐較した原⼦⼒
被災12市町村の農業産出額 
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決を図るため、農林⽔産資源の超省⼒⽣産・活⽤による地域循環型経済モデルの実現に向
けた実証研究等に取り組むこととしています。 
 
((東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興ののたためめにに⼈⼈的的⽀⽀援援をを実実施施))  

農林⽔産省は、東⽇本⼤震災からの復旧・復興や農地・森林の除染を速やかに進めるた5 
め、被災した地⽅公共団体との⼈事交流を⾏っています。また、被災地における災害復旧
⼯事を迅速・円滑に実施するため、被災県からの⽀援要望に沿って、他の都道府県等とと
もに、専⾨職員を被災した地⽅公共団体に派遣しています。特に原⼦⼒被災12市町村1につ
いては、令和2(2020)年度から市町村それぞれの状況に応じて職員を派遣するなどの⽀援
を実施しています。 10 

 
((22))  原原⼦⼦⼒⼒災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
((農農畜畜産産物物のの安安全全性性確確保保ののたためめのの取取組組をを引引きき続続きき推推進進))  

⽣産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないよう
に、放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使⽤といった各々の品⽬に合わ15 
せた取組が⾏われています。このような⽣産現場における取組の結果、基準値超過が検出
された割合については、全ての品⽬で平成23(2011)年以降低下し、平成30(2018)年度以降
は、農畜産物2において基準値超過はありません3。 

 
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの営営農農再再開開農農地地⾯⾯積積はは⽬⽬標標⾯⾯積積のの約約88割割))  20 

原⼦⼒被災12市町村における営農再開農地⾯積は、令和4(2022)年度末時点で、前年度
に⽐べ645ha増加し8,015haとなっています。⼀⽅、特に帰還困難区域を有する市町村の営
農再開が遅れていることが課題となっています。農林⽔産省では、令和7(2025)年度まで
に、平成23(2011)年12⽉末時点で営農が休⽌されていた農地1万7,298haの約6割で営農が
再開されることを⽬標としています。この⽬標に対する進捗割合は、令和4(2022)年度末25 
時点で約8割となっています。 

 
 
 

 
1 福島県の⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 
2 栽培・飼養管理が可能な品⽬ 
3 既に廃棄された圃場での産品等の特殊な事例3件を除く。 

福福島島県県葛葛尾尾村村のの畜畜産産農農家家とと  
意意⾒⾒交交換換をを⾏⾏うう農農林林⽔⽔産産副副⼤⼤⾂⾂  

福福島島県県富富岡岡町町ののたたままねねぎぎ⽣⽣産産者者とと  
意意⾒⾒交交換換をを⾏⾏うう農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂政政務務官官  
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((農農地地整整備備のの実実施施済済みみ⾯⾯積積はは22,,112200hhaaにに拡拡⼤⼤))  
原⼦⼒被災12市町村の農地については、営農休⽌⾯積1万7,298haのうち、営農再開のた

めの整備が実施⼜は検討されている農地の⾯積は4,460haとなっています。このうち、令和
4(2022)年度末時点で2,120haの農地整備が完了しました。 

 5 
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの農農業業産産出出額額はは被被災災前前のの約約44割割))  

福島県の農業産出額は、県全体では東⽇
本⼤震災前の平成22(2010)年が2,330億円
であったのに対し、令和4(2022)年が1,970
億円と約8割まで回復しています(図図表表10 
55--11--33)。⼀⽅、原⼦⼒被災12市町村では、
東⽇本⼤震災前の平成18(2006)年が391億
円であったのに対し、令和4(2022)年が158
億円と約4割にとどまっています。 
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ココチチョョウウラランンののハハウウスス栽栽培培  
資料：かつらお胡蝶蘭合同会社 

((事事例例))  被被災災地地域域のの農農業業復復興興にに向向けけ、、雇雇⽤⽤とと名名産産品品をを同同時時にに創創出出((福福島島県県))  
 
福島県葛尾村

かつらおむら
の「かつらお胡蝶
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合同会社」では、福島
再⽣加速化交付⾦を活⽤し、雇⽤と名産品を同時に⽣み出
すコチョウラン栽培の事業に取り組んでいます。 

平成23(2011)年3⽉の東電福島第⼀原発事故により、同村
では全域避難を余儀なくされました。平成28(2016)年6⽉に
帰還困難区域を除いて避難指⽰が解除されましたが、農業
の復興を⽬指す上では、放射性物質の影響に関する懸念を
始め、多くの克服すべき課題がありました。 

主要産業のほぼ全てが⼤きな打撃を受けた中で、同村で
はコチョウラン栽培の実現に向け、平成29(2017)年1⽉に、
かつらお胡蝶蘭合同会社を設⽴し、地域に雇⽤と名産品を
同時に⽣み出すプロジェクトを始動させました。 

同村が平成29(2017)年に福島再⽣加速化交付⾦を活⽤し
建設した胡蝶蘭栽培施設を、同社は無償で借り受け、事業
を開始しました。 

令和5(2023)年9⽉時点では、約10aの栽培ハウスが2棟あり、社員やパート従業員併せて13⼈のス
タッフが毎⽉4,700株ほどの苗を仕⼊れ、6か⽉程度栽培し、美しく仕⽴てた上で、年間5万2千株のコ
チョウランを出荷しています。 

同社のコチョウランは、同村と福島県の復興への願いを込めて「hope
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」と命名されています。
美しい純⽩の⾊合いで、⼤きく⾁厚の花弁を持ち、花持ちが良い商品として、市場でも⾼い評価が得
られています。同社では、今後ともコチョウランの産地として発展し、葛尾村の農業を再⽣させるこ
とを⽬指しています。 

資料：農林⽔産省「⽣産農業所得統計」、「令和4年市町村別農業産出
額(推計)」を基に作成 

図表5-1-3 東⽇本⼤震災前と⽐較した原⼦⼒
被災12市町村の農業産出額 
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決を図るため、農林⽔産資源の超省⼒⽣産・活⽤による地域循環型経済モデルの実現に向
けた実証研究等に取り組むこととしています。 
 
((東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興ののたためめにに⼈⼈的的⽀⽀援援をを実実施施))  

農林⽔産省は、東⽇本⼤震災からの復旧・復興や農地・森林の除染を速やかに進めるた5 
め、被災した地⽅公共団体との⼈事交流を⾏っています。また、被災地における災害復旧
⼯事を迅速・円滑に実施するため、被災県からの⽀援要望に沿って、他の都道府県等とと
もに、専⾨職員を被災した地⽅公共団体に派遣しています。特に原⼦⼒被災12市町村1につ
いては、令和2(2020)年度から市町村それぞれの状況に応じて職員を派遣するなどの⽀援
を実施しています。 10 

 
((22))  原原⼦⼦⼒⼒災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
((農農畜畜産産物物のの安安全全性性確確保保ののたためめのの取取組組をを引引きき続続きき推推進進))  

⽣産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないよう
に、放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使⽤といった各々の品⽬に合わ15 
せた取組が⾏われています。このような⽣産現場における取組の結果、基準値超過が検出
された割合については、全ての品⽬で平成23(2011)年以降低下し、平成30(2018)年度以降
は、農畜産物2において基準値超過はありません3。 

 
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの営営農農再再開開農農地地⾯⾯積積はは⽬⽬標標⾯⾯積積のの約約88割割))  20 

原⼦⼒被災12市町村における営農再開農地⾯積は、令和4(2022)年度末時点で、前年度
に⽐べ645ha増加し8,015haとなっています。⼀⽅、特に帰還困難区域を有する市町村の営
農再開が遅れていることが課題となっています。農林⽔産省では、令和7(2025)年度まで
に、平成23(2011)年12⽉末時点で営農が休⽌されていた農地1万7,298haの約6割で営農が
再開されることを⽬標としています。この⽬標に対する進捗割合は、令和4(2022)年度末25 
時点で約8割となっています。 

 
 
 

 
1 福島県の⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 
2 栽培・飼養管理が可能な品⽬ 
3 既に廃棄された圃場での産品等の特殊な事例3件を除く。 

福福島島県県葛葛尾尾村村のの畜畜産産農農家家とと  
意意⾒⾒交交換換をを⾏⾏うう農農林林⽔⽔産産副副⼤⼤⾂⾂  

福福島島県県富富岡岡町町ののたたままねねぎぎ⽣⽣産産者者とと  
意意⾒⾒交交換換をを⾏⾏うう農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂政政務務官官  
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援を⾏っています。  
さらに、「⾷べて応援しよう！」のキャッチフレーズの下、消費者、⽣産者等の団体や⾷

品事業者といった多様な関係者の協⼒を得て被災地産⾷品の販売フェアや社内⾷堂等での
積極的な利⽤を進めており、引き続き被災地産⾷品の販売促進等の取組を推進することと
しています。 5 

 
((「「魅魅⼒⼒発発⾒⾒！！三三陸陸・・常常磐磐ももののネネッットトワワーークク」」をを⽴⽴上上げげ))  

三陸
さんりく

・常 磐
じょうばん

地域の⽔産業は、東⽇本⼤震災によって深刻な影響を受けましたが、今⽇
においても、燃油価格の⾼騰、⽔産資源の減少、ALPS処理⽔1の放出に関する⾵評の懸念
等様々な問題に直⾯しており、引き続き⾵評を抑制・払拭することに加え、三陸・常磐地10 
域の⽔産業等の本格的な復興や持続的な発展を後押しすることが必要となっています。こ
のため、経済産業省、復興庁、農林⽔産省に
おいて、令和4(2022)年12⽉に産業界、地⽅
公共団体、政府関係機関から広く参加を募り、
三陸・常磐地域の⽔産物等の「売り⼿」と「買15 
い⼿」をつなげることで、「三陸・常磐もの」
の魅⼒を発信し、消費拡⼤を推進するプロジ
ェクトである「魅⼒発⾒！三陸・常磐ものネ
ットワーク」を⽴ち上げました。 

令和5(2023)年度においては、同ネットワ20 
ークの取組の⼀環として、「三陸・常磐ウィー
クス」と称し、イベントの実施や、ネットワ
ーク参加企業等による「三陸・常磐もの」の
消費拡⼤を図る取組を実施しました。 
 25 
((EEUU等等がが⾷⾷品品輸輸⼊⼊規規制制をを撤撤廃廃))  

令和5(2023)年8⽉に、EU等は、平成23(2011)年の東電福島第⼀原発の事故後に導⼊し
た⽇本産⾷品に対する輸⼊規制を撤廃しました。 

科学的根拠に基づく規制撤廃の判断は、⾵評を抑制し、被災地の復興を後押しするもの
となります。規制撤廃を機にEU向け輸出の更なる拡⼤を図るため、政府は、令和5(2023)30 
年9⽉に、福島県と協⼒し、EU関係者等に向け、福島県産⽔産物や果実等の⽇本産⾷品を
紹介するイベントを開催しました。今後、EUにおいて、福島県産品を始め、⽇本⾷の更な
る普及が進展することが期待されています。 

 
((農農林林漁漁業業者者等等へへのの損損害害賠賠償償⽀⽀払払累累計計額額はは11兆兆226622億億円円))  35 

原⼦⼒損害の賠償に関する法律の規定により、東電福島第⼀原発の事故の損害賠償責任
は東 京

とうきょう
電 ⼒
でんりょく

ホールディングス株式会社が負っています。 
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「再開意向未定」が約1割となりました10 
(図図表表55--11--44)。また、「再開意向なし」⼜
は「再開意向未定」である農業者のうち、
「農地の出し⼿となる意向あり」と回答
した農業者は約7割に上ることから、地
域外も含めた担い⼿の確保や担い⼿との15 
マッチングが課題となっています。 
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とともに、参⼊に関⼼のある企業等の現地案内や参⼊可能な農地へのマッチング⽀援を⾏20 
いました。 
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県産品の購⼊をためらう⼈の割合について
は、令和6(2024)年は4.9%となり、調査開
始 以 来 最 低 の ⽔ 準 と な り ま し た ( 図図 表表
55--11--55)。 
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再開状況及び意向 
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林⽔産省作成 

注：平成29(2017)年4⽉〜令和5(2023)年12⽉に、原⼦⼒被災12市
町村の農業者2,527者を対象として実施した営農再開状況及
び意向に関する聞き取り調査結果 
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